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研究要旨 

令和 5 年度までに KDB データと地域調査（千代田区こころとからだのすこやかチェ

ック；以下、すこやかチェック）の突合データセットの作成が完了し、本年度は、構築

された突合データを活用して KDB データで把握した認知症登録病名とすこやかチェッ

クデータで把握した世帯状況（独居か否か）から独居認知症高齢者を抽出し、疾病や生

活状況、地域・グループ活動、認知症に対する意識や知識に関する分析を行った。 

認知症ありは 121 名（9.9%）、独居の認知症者は 40 名（3.3%）だった。独居の認知症

あり群の特徴として、①認知症ありの群ではフレイル判定や認知機能低下、要介護リス

クが高いが、特に非独居の認知症群で顕著であった、②情緒的サポート（相談相手）は

あるが、道具的サポート（家事援助）が少ない、③不眠症・統合失調症の頻度が高い、

④認知症あり群では地域活動参加率が低く、IT 機器の所有率も低い、⑤認知症の症状や

接し方の知識が少なく、予防活動への関心も低い傾向、⑥相談窓口を知らない人が多い、

生活・医療・介護の不安が強い、サービスとして「地域の見守り」「日常生活の支援」を

求める割合が高い、ことが挙げられた。 

以上のように、KDB データと地域調査によって把握された社会生活状況の連結デー

タを用いることで、双方で不足していた部分を補完しての解析が可能になった。当初の

目的であった KDB システム等を用いた自治体事業の質の評価については達成できず、

データを整備し実施できる体制が構築できるところまでにとどまったが、来年度以降も

引き続き、千代田区高齢介護課や当研究所の福祉と生活ケアチームと連携して、連結デ

ータの活用について検討と分析を継続していく予定である。 
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A． 研究目的 

国保データベース（KDB）システムは、

保険者によるデータヘルス計画の策定・実

施等を支援するため、国民健康保険団体中

央会（国保中央会）が開発したデータベース

システムである。このシステムは、医療・介

護保険レセプトや健康診査の各種データが

登録されており、保険者等に統計情報や個

人の健康に関するデータを作成・提供して

いる。KDB に登録されているデータを分析

することで、療養中の傷病や処方薬名、健診

データの中の血液検査情報などを把握する

ことが可能である。他方、健診情報や外来レ

セプト情報には日常生活動作（ADL）の自

立度や認知機能の状況等は含まれていない

ため、脳梗塞や認知症の病名が登録されて

いる患者群における心身機能の状況は把握

できない。 

一方、当東京都健康長寿医療センター研

究所の自立促進と精神保健研究チームは、

千代田区との協働事業「千代田区こころと

からだのすこやかチェック」（以下、すこや

かチェック）を実施している。すこやかチェ

ックは、65 歳以上で要介護未認定の千代田

区民を対象に、郵送調査にて心身機能の健

康状態を包括的に評価している。この調査

は郵送法調査ということもあり、対象者の

受療中の傷病や処方薬剤情報について詳細

な情報は収集できていない。そこで、すこや

かチェック回答者のデータを KDB データ

と突合できれば、すこやかチェック回答者

の受療状況を詳細に把握することが可能と

なる。 

令和 5 年度までに KDB データとすこや

かチェックのデータとの突合データセット

の作成が完了した。本年度は、構築された突

合データを活用し、KDB データで把握した

認知症登録病名とすこやかチェックデータ

で把握した世帯状況（一人暮らしか否か）か

ら独居認知症高齢者を抽出し、疾病や生活

状況、地域・グループ活動、認知症に対する

意識や知識に関する分析を行った。 

 

B． 研究方法 

すこやかチェックデータと KDB データ

台帳のそれぞれに含まれる属性情報を合成

し、二つのデータ突合のための連結キーを

作成した。そしてこの連結キーを使って、す

こやかチェックデータと KDB データを個

人単位で突合した。2010 年度から 2022 年

度のすこやかチェック回答者（10,306 名）、

KDB データの 75 歳以上の登録者（11,212

名）について、「生年月日」・「性別」・「郵便

番号」に重複の無かった者はすこやかチェ

ック（10,003 名）、KDB データ（10,874 名）

であった。ふたつのデータ間で「生年月日」・

「性別」・「郵便番号」が一致した者は 5,877

名（すこやかチェック全回答者の 58.8%）で

あった（図 1）。この 5,877 名の中から 2022

年実施のすこやかチェック回答者（1,526

名：女性 59.5％、平均年齢 81.3 歳）を抽出

し、KDB データ（診療年月が 2021 年 11 月

から 2022 年 4 月まで）とクロス集計するこ

とで、すこやかチェック回答者の傷病、処方

薬剤種類を把握した。その結果、分析対象者

は傷病に関する分析は 1,418 名（女性 59.7％、

平均年齢 82.2 歳）、処方薬剤種類では 1,409

名（女性 59.5％、平均年齢 82.2 歳）で実施

可能だった。 

この突合データにおいて、KDB データで

「認知症病名が登録されている」、または、

すこやかチェックデータに含まれる要介護



128 
 

認定情報の「認知症高齢者の日常生活自立

度判定がⅡ以上」の対象者を「認知症あり」

と定義した。世帯状況（一人暮らしか否か）

とかけ合わせ 4 群を設定し、各変数とのク

ロス集計を行った。検定にはカイ二乗検定

を用いた。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東京都健康長寿医療センター

研究所倫理委員審査委員会の承認を得て実

施した。 

 

C. 研究結果 

表 1 には、すこやかチェックで把握され

た、性別、年齢、世帯状況、心身の機能状態

の評価（基本チェックリストによるフレイ

ル判定、自記式認知症チェックリストによ

る認知機能の低下、千代田式包括的健康評

価票による要介護リスク）、ソーシャルサポ

ートの有無に関するクロス集計の結果を示

した。 

認知症ありは 121 名（全体の 9.9%）、そ

のうち独居は 40 名（3.3%）だった。認知症

ありの 2 群で、平均年齢が高かった。 

自己申告による病歴の報告で「認知症」が

あると報告していたのは、独居の認知症あ

り群で 40 名中 7 名（19.4%）、非独居の認知

症あり群では 81 名中 23 名（29.5%）であっ

た。自己申告による病歴の把握では正確な

診断の情報が得られない懸念があったが、

データを結合することで認知症の診断に関

して正確なデータを得ることが可能になっ

た。 

心身の機能状態の評価に関して、基本チ

ェックリストによるフレイル判定や自記式

図 1 KDB データと住民調査データの突合過程 
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認知症チェックリストによる認知機能の低

下、千代田式包括的健康評価票における要

介護リスク判定では、認知症ありの 2 群で

機能が低下している、またはリスクがある

と判定される対象者が多くなっていたが、

特に独居群よりも非独居群で多くなってい

た。 

ソーシャルサポートは、独居の認知症な

し群で「いない」との回答が多くなってい

た。独居の認知症あり群は、非独居認知症あ

り群に比べ、情緒的サポート（相談相手）は

得られているが、道具的サポート（家事援

助）は少ないことが示された。 

表 2 には，KDB データで把握された傷病

名に関するクロス集計の結果を示した。カ

イ二乗検定では、糖尿病、うつ病、不眠症、

統合失調症で有意な関連が示され、このう

ち独居の認知症あり群では、不眠症、統合失

調症の出現頻度が高くなっていた。 

表 3 には、地域・グループ活動の参加状

況、IT 機器の所持状況に関するクロス集計

の結果を示した。認知症ありの 2 群では「い

ずれも参加していない」の頻度が高かった。

また、独居の認知症あり群で「参加してい

る」頻度が高い地域・グループ活動は，介護

サービスであるデーサービスやショートス

テイを除けば、趣味活動、介護予防、老人ク

ラブ、町内会・自治会だった。 

携帯電話やスマホ、PC といった IT 機器

の所持状況に関しては、認知症ありの 2 群

で「持っていない」の頻度が高く、独居で

40.5%、同居者ありの 49.3%だった． 

表 4 には、介護経験、認知症に関する知

識、認知症予防活動への関心や取り組みに

関するクロス集計の結果を示した。認知症

患者の介護経験では各群間で差はなかった。

認知症に関する知識では、「認知症の症状を

知っているか」「認知症の人との接し方を知

っているか」について尋ねているが、認知症

ありの 2 群では「知っている」の頻度が低

くなっていた。また、認知症予防に関する情

報の収集や予防活動に関心があるか、また

予防活動に取り組んでいるかに関する質問

に対しては、認知症ありの 2 群で「情報収

集をしている」「予防への関心がある」「予防

に取り組んでいる・意識している」の頻度が

低い傾向にあり、独居認知症あり群では特

に、同居者がいる認知症群に比べ、予防への

関心や取り組みの頻度が低くなっていた。 

表 5 には、相談窓口を知っているか、認

知症に関する不安、この地域で暮らし続け

られるか、認知症になったら住みたい場所

に関するクロス集計の結果を示した。相談

窓口については、独居の 2 群で「知らない」

の頻度が高くなっていた。 

認知症に関連する不安については、独居

認知症群では、日常生活や医療・介護に関す

る不安が高くなっていたが、これらは独居

だが認知症がない群でも高い傾向にあった。 

「自分や家族が認知症になってもこの地

域で暮らしていけると思うか」では，独居認

知症高齢で「思わない／わからない」との回

答が多くなっていた。これは、上記「不安」

に関する結果と同様、独居だが認知症がな

い群でも高い傾向にあった． 

「認知症になったらどこに住みたいです

か」の質問に対し、独居の認知症群は 51.5％

が自宅と回答していて、認知症がない独居

群の 62.8%が「施設」と回答するのと、異な

る傾向が示された。 

表 6 には、認知症になったらどのような

支援が必要かを尋ねた結果について示した。



130 
 

独居の認知症あり群では，「地域の見守り」

や「日常生活の支援」の頻度が高い一方、

「相談窓口」「医療機関（認知症サポート医、

かかりつけ医）」との回答は低くかった。 

表 7 には、認知症共生社会に関する意識

に関する項目についての結果を示した。本

調査で尋ねたのは権利擁護に関わる項目で

ある、「医療や支援に関する自己決定権」に

関する質問、自身が認知症になったときに

地域に周知するか、または近隣の人が認知

症になったら知らせてほしいかについてで

ある。4 群間で統計上有意な関連は示されな

かったが、独居の認知症なし群で、自己決定

権を持つことや地域社会への周知について

肯定的な回答が多かった。独居の認知症あ

り群では、自己決定権に関してはむしろ他

の群より肯定的回答が少なく、地域社会へ

の周知に関しては「わからない」という回答

が多い傾向にあった。 

 

D. 考察 

連結データを用いて、KDB によって把握

された認知症と、地域調査によって把握さ

れた社会生活状況（独居、経済状況、社会活

動、等）との関連の検討が可能になり、双方

のデータで不足していた部分を補完しての

解析が可能になったことが確認できた。 

当初の目的であった KDB システム等を

用いた自治体事業の質の評価については達

成できず、データを整備し実施できる体制

が構築できるところまでにとどまったが、

来年度以降も引き続き、千代田区高齢介護

課や当研究所の福祉と生活ケアチームと連

携して、連結データの活用について検討と

分析を継続していく予定である。 

 

E. 結論 

本年度は KDB データと地域調査から構

築された突合データを活用し分析を行った。

独居の認知症者は 40 名（3.3%）で、その特

徴として、①認知症ありの群ではフレイル

判定や認知機能低下、要介護リスクが高い

が、独居群では非独居群ほど低下していな

い、②情緒的サポート（相談相手）はある

が、道具的サポート（家事援助）が少ない、

③不眠症・統合失調症の頻度が高い、④認

知症あり群では独居も非独居も地域活動参

加率が低く、IT 機器の所有率も低い、⑤認

知症の症状や接し方の知識が少なく、予防

活動への関心も低い傾向、⑥相談窓口を知

らない人が多い、生活・医療・介護の不安が

強い、サービスとして地域の見守り」「日常

生活の支援」を求める割合が高い、ことが挙

げられた。 

KDB データと地域調査の連結データを

用いることで、双方で不足していた部分を

補完しての解析が可能になった。来年度以

降も引き続き、関係各所と連携して、連結デ

ータの活用について検討と分析を継続して

いく予定である。 

 

Ｆ．研究発表 

1. 論文発表 

該当なし。 

2. 学会発表 

該当なし。 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1. 特許取得 

該当なし。 

2. 実用新案登録 
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該当なし。 

3. その他 

該当なし。 
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表 1 世帯状況および認知機能の状態別の、性別、年齢、世帯状況、心身の機能状態、ソーシャルサポートの有無 
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表 2 世帯状況および認知機能の状態別の傷病名（KDBデータ） 
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表 3 世帯状況および認知機能の状態別の地域・グループ活動の参加状況，IT機器の所持状況 
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表 4 世帯状況および認知機能の状態別の介護経験、認知症に関する知識、認知症予防活動への関心や取り組み 

 
 

 

 



136 
 

表 5 世帯状況および認知機能の状態別の相談窓口を知っているか、認知症に関する不安、この地域で暮らし続けられるか、認知症になったら住みたい場所 
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表 6 世帯状況および認知機能の状態別の認知症になったらどのような支援が必要か 
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表 7 世帯状況および認知機能の状態別の認知症共生社会に関する意識 

 
 


